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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期
第１四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自2019年９月１日
至2019年11月30日

自2018年９月１日
至2019年８月31日

売上高 （千円） 1,033,455 5,352,982

経常利益又は経常損失（△） （千円） △171,103 639,688

親会社株主に帰属する当期純利益又は親

会社株主に帰属する四半期純損失（△）
（千円） △118,166 435,470

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △123,655 435,470

純資産額 （千円） 3,477,597 1,556,733

総資産額 （千円） 9,346,147 6,944,258

１株当たり当期純利益金額又は１株当た

り四半期純損失金額（△）
（円） △41.81 163.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - 152.18

自己資本比率 （％） 37.1 22.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は前連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、第８期第１四半期連結累計期間について

は記載しておりません。

４．第９期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 

（不動産コンサルティング事業）

　当第１四半期連結会計期間より、以下の５社を新たに設立したことにより連結の範囲に含めております。

　・霞ヶ関パートナーズ株式会社

　・霞ヶ関投資顧問株式会社

　・霞ヶ関アセットマネジメント株式会社

　・Kasumigaseki Capital（Thailand）Co.,Ltd.

　・PT.Kasumigaseki Development Indonesia

 

　当第１四半期連結会計期間より、新たに株式を取得したことにより以下を持分法適用の範囲に含めております。

　・Alpha Capital Enterprises Limited
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社グ

ループは、前第１四半期連結累計期間においては四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計

期間との比較分析は行っておりません。

 

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策を背景に、企業業績

の向上や雇用・所得環境の改善が進み、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方で、米中貿易摩擦の長期化

懸念や中国経済の先行き、政策に関する不確実性などが世界経済に与える影響等、今後も世界経済の動向を注視す

る必要があります。

　当社グループの主たる事業領域である不動産市場においては、低金利により、相対的に安定した利回りを得られ

るわが国の不動産への投資ニーズは高く、収益性の向上等が見込まれることから、不動産コンサルティング需要は

依然旺盛な状況が続いております。

ホテル市場においては、2020年の東京五輪開催や「観光立国」に向けた政府の各種政策等の効果もあり、アジ

ア諸国を中心に訪日外国人観光客の増加傾向が続いております。保育関連市場においては、女性の社会進出に対す

る意識の変化や政府による女性の活躍推進により、共働き世帯数や女性の就業率は依然として上昇傾向にあり、保

育に対する需要は引き続き高い状況にあります。また、このような需要に対応するため、政府・自治体が保育の受

け皿拡大を目的に保育士確保や保育所整備の施策を進めており、2020年度末までに保育の受け皿を300万人分程度

とする方針を掲げており、保育所の新設に対する需要は当面の間継続すると見込まれます。

　国内再生可能エネルギー市場においては、固定価格買取制度下の買取実績及び設備認定容量が引き続き増加基調

にあります。しかし、事業化される見込みの薄い多数の太陽光発電施設等の設備認定案件により送電網が押さえら

れ、一部地域においては新規の有望案件の事業推進が困難になる状況が生じていました。この状況を踏まえ、経済

産業省において「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会」が設置される等、再生可能エ

ネルギーの大量導入に伴い顕在化し始めた系統制約や調整力確保、国民負担の軽減等の新たな課題の解決に向けた

議論も本格化しています。2018年７月に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」において掲げられた2030年

の目標（国内総発電量に占める再生可能エネルギー発電の割合を22～24％とする目標）の達成に向け、再生可能エ

ネルギー導入に対する政府の支援姿勢は継続し、今後も、太陽光発電を中心に国内再生可能エネルギー市場はより

一層拡大していく見通しです。

　このような状況下、当社グループは引き続き社会的潮流に着目した成長性及び社会的意義のある事業分野への投

資及びコンサルティングに注力するとともに、投資機会の創出及び投資案件の収益最大化に努めてまいります。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高1,033,455千円、営業損失155,389千円、経常損失

171,103千円、親会社株主に帰属する四半期純損失118,166千円となりました。

 

　セグメント別の経営成績を示すと、次のとおりであります。

　①　不動産コンサルティング事業

　　 保有している投資用不動産からの付随収入及びショッピングセンターフォルテにおける、各テナントからの

賃料収入を含めた結果、売上高160,156千円、セグメント損失87,836千円となりました。

 

　②　自然エネルギー事業

　太陽光発電施設の開発において、２案件の売却を行いました。また保有施設の売電収入は順調に推移しまし

た。その結果、売上高873,299千円、セグメント利益177,168千円となりました。

 

(2）財政状態の分析

　　　　　当第１四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は、次のとおりであります。

 

（資産の部）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して2,401,889千円増加し、

9,346,147千円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末と比較して2,140,758千円増加し、7,935,658千円となりました。これは主に現

金及び預金が2,318,106千円増加したことによります。

EDINET提出書類

霞ヶ関キャピタル株式会社(E34289)

四半期報告書

 3/17



　固定資産は、前連結会計年度末と比較して261,298千円増加し、1,407,631千円となりました。これは主に有形

固定資産に含まれる土地が107,250千円、投資その他の資産が141,964千円増加したことによります。

 

（負債の部）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比較して481,025千円増加し、

5,868,550千円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末と比較して186,473千円減少し、1,565,156千円となりました。これは主に未払

法人税等が171,425千円減少したことによります。

　固定負債は、前連結会計年度末と比較して667,498千円増加し、4,303,393千円となりました。これは主に長期

借入金が694,099千円増加したことによります。

 

（純資産の部）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比較して1,920,863千円増加し、

3,477,597千円となりました。これは主に新株発行に伴い資本金及び資本剰余金がそれぞれ1,043,522千円増加し

たことによります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,600,000

計 9,600,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年１月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,151,600 3,206,800 東京証券取引所
マザーズ市場

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
制限のない当社にお
ける標準となる株式
です。なお、単元株
式数は100株です。

計 3,151,600 3,206,800 － －

（注）１．2019年12月17日を払込期日とする有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三

者割当増資）により、発行済株式総数が43,600株増加しております。

２．2019年12月１日から2019年12月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が11,600株増加し

ております。

３．「提出日現在発行数」欄には、2020年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第５回新株予約権

決議年月日 2019年９月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　23

新株予約権の数（個）※ 230

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　23,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 2,679（注）２

新株予約権の行使期間※
自　2021年10月１日

至　2024年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

発行価格 　　2,679

資本組入額 　1,340

新株予約権の行使の条件※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注）４

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）５

　　※　新株予約権の発行時（2019年９月30日）における内容を記載しております。
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　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とする。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数

３．(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社

又は当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了

及び定年退職は除く。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は認めないものとする。

４．新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要するものとする。

５．組織再編に際して定める契約書又は計画書等の条件に従って、以下に定める株式会社の新株予約権を交付す

る旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するもの

とする。

ⅰ　合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

ⅱ　吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社

ⅲ　新設分割

新設分割により設立する株式会社

ⅳ　株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

ⅴ　株式移転

株式移転により設立する株式会社

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年９月１日

（注）１
1,377,600 2,755,200 ― 408,512 ― 313,510

2019年11月15日

（注）２
350,000 3,105,200 1,027,950 1,436,462 1,027,950 1,341,460

2019年９月１日～

2019年11月30日（注）３
46,400 3,151,600 15,572 1,452,034 15,572 1,357,032

（注）１．株式分割（１：２）によるものであります。

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　6,237円

引受価額　　　　　5,874円

資本組入額　　　　2,937円

払込金総額　2,055,900千円

３．新株予約権の行使による増加であります。

４．2019年12月17日を払込期日とする有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三

者割当増資）により、発行済株式総数が43,600株、資本金及び資本準備金がそれぞれ128,053千円増加してお

ります。

５．2019年12月１日から2019年12月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が11,600株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ6,235千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2019年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,377,200 13,772 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 400 －
１単元（100株）未満の株

式

発行済株式総数  1,377,600 － －

総株主の議決権  － 13,772 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

霞ヶ関キャピタル株式会社(E34289)

四半期報告書

 8/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当社は前連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、四半期連結損益計算書及び四半期連結包

括利益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年９月１日から2019

年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年９月１日から2019年11月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 572,671 2,890,777

売掛金 134,428 20,986

営業投資有価証券 170,000 205,898

開発事業等支出金 640,778 11,299

販売用不動産 3,436,864 3,782,030

前払金 681,161 827,254

その他 160,455 197,411

貸倒引当金 △1,460 -

流動資産合計 5,794,899 7,935,658

固定資産   

有形固定資産 947,172 1,067,303

無形固定資産 19,881 19,084

投資その他の資産 179,280 321,244

固定資産合計 1,146,333 1,407,631

繰延資産 3,025 2,857

資産合計 6,944,258 9,346,147

負債の部   

流動負債   

短期借入金 570,000 506,666

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 265,978 348,868

未払法人税等 175,349 3,924

賞与引当金 58,948 81,830

その他 661,352 603,867

流動負債合計 1,751,629 1,565,156

固定負債   

社債 80,000 70,000

長期借入金 3,387,231 4,081,331

資産除去債務 21,404 21,421

その他 147,259 130,641

固定負債合計 3,635,895 4,303,393

負債合計 5,387,524 5,868,550

純資産の部   

株主資本   

資本金 408,512 1,452,034

資本剰余金 313,510 1,357,032

利益剰余金 834,711 661,440

株主資本合計 1,556,733 3,470,507

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 - △2,390

その他の包括利益累計額合計 - △2,390

新株予約権 - 1,566

非支配株主持分 - 7,914

純資産合計 1,556,733 3,477,597

負債純資産合計 6,944,258 9,346,147
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　2019年９月１日
　至　2019年11月30日)

売上高 1,033,455

売上原価 783,427

売上総利益 250,027

販売費及び一般管理費 405,417

営業損失（△） △155,389

営業外収益  

受取利息 8

為替差益 4,511

貸倒引当金戻入額 1,460

その他 344

営業外収益合計 6,323

営業外費用  

支払利息 15,854

アレンジメント手数料 6,015

その他 168

営業外費用合計 22,038

経常損失（△） △171,103

税金等調整前四半期純損失（△） △171,103

法人税、住民税及び事業税 694

法人税等調整額 △50,425

法人税等合計 △49,731

四半期純損失（△） △121,371

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △3,205

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △118,166
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　2019年９月１日
　至　2019年11月30日)

四半期純損失（△） △121,371

その他の包括利益  

為替換算調整勘定 △2,283

その他の包括利益合計 △2,283

四半期包括利益 △123,655

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △120,557

非支配株主に係る四半期包括利益 △3,098
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　　当第１四半期連結会計期間より、以下の５社を新たに設立したことにより連結の範囲に含めております。

　・霞ヶ関パートナーズ株式会社

　・霞ヶ関投資顧問株式会社

　・霞ヶ関アセットマネジメント株式会社

　・Kasumigaseki Capital（Thailand）Co.,Ltd.

　・PT.Kasumigaseki Development Indonesia

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　　当第１四半期連結会計期間より、新たに株式を取得したことにより以下を持分法適用の範囲に含めておりま

す。

　・Alpha Capital Enterprises Limited

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　2019年９月１日
至　2019年11月30日）

減価償却費 33,181 千円

 

（株主資本等関係）

　当第１四半期連結累計期間（自　2019年９月１日　至　2019年11月30日）

　１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月28日

定時株主総会
普通株式 55,104 40 2019年８月31日 2019年11月29日 利益剰余金

(注)2019年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期末配当につき

ましては、配当基準日が2019年８月31日となりますので、当該株式分割実施前の株式数を基準として配当を実

施しております。

 

　２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2019年11月15日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株式

350,000株の発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ1,027,950千円増加しております。

　また、当第１四半期連結累計期間において、ストック・オプションとしての新株予約権の権利行使により資本

金及び資本剰余金がそれぞれ15,572千円増加しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間末において、資本金1,452,034千円、資本剰余金1,357,032千円となって

おります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　2019年９月１日　至　2019年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

不動産コンサル
ティング事業

自然エネルギー
事業

売上高    

外部顧客への売上高 160,156 873,299 1,033,455

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - -

計 160,156 873,299 1,033,455

セグメント利益又は損失（△） △87,836 177,168 89,332

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 89,332

全社費用（注） △244,721

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △155,389

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　2019年９月１日
至　2019年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △41円81銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△118,166

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）
△118,166

普通株式の期中平均株式数（株） 2,826,426

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失金

額であるため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

第三者割当による新株式発行

　当社は、2019年10月30日開催の取締役会において、ＳМＢＣ日興証券株式会社が行ったオーバーアロットメント

による当社株式の売出しに関連して、同社を割当先とする第三者割当増資による新株式の発行を決議し、2019年12

月17日に払込が完了いたしました。

１．発行する株式の種類及び数

　　普通株式43,600株

２．引受価額

　　１株につき5,874円

３．払込金額の総額

　　256,106千円

４．増加する資本金及び資本準備金の額

　　増加する資本金の額　　　　128,053千円

　　増加する資本準備金の額　　128,053千円

５．払込期日

　　2019年12月17日

６．資金の使途

　本第三者割当増資と同日付の取締役会において決議された2019年11月15日を払込期日とする公募増資の払込金額

2,055,900千円と合わせ、手取概算額合計2,288,399千円について、2020年８月末までに不動産コンサルティング事

業におけるアパートメントホテル開発の土地取得及び開発資金として1,500,000千円、認可保育園開発資金として

400,000千円及びタイ・バンコクを中心とした海外不動産開発資金として100,000千円を、2020年８月末までに自然

エネルギー事業における太陽光発電施設の開発資金に288,399千円を充当する予定です。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

   2020年１月10日
 

霞ヶ関キャピタル株式会社

 

 取締役会　御中  

 

 太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋藤 哲　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石井 雅也　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている霞ヶ関キャピタ

ル株式会社の2019年９月１日から2020年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年９月１日から

2019 年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年９月１日から2019年11月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、霞ヶ関キャピタル株式会社及び連結子会社の2019年11月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2019年10月30日開催の取締役会において、オーバーアロットメントに

よる売出しに関連して、第三者割当増資を決議し、2019年12月17日に払込が完了している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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